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議決 年 月 日 】 平成 24 年 7 月 6 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 財務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 経済 
産業 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】 父 子 家庭 に 対す る 支援 の 充実 を 求め る 意見 書 


ひと り 親 家庭 へ の 経済 的 支援 と し て 、 母 子 及び 論 婦 福祉 法 や 児童 扶養 手当 等 の 法制 度 
が 整備 され て いま す が 、 支 援 の 対象 が 母子 家庭 と され て いる も の が ほとん ど で 、 父 子 家 
庭 へ の 支援 は 限ら れ て いま す 。 

東日本 大 震 災 に より 配偶 者 が 死亡 、 あ る い は 行方 不明 と な り 父 子 家庭 と な っ た 世帯 も 
多く あり ます が 、 遺族 基礎 年 金 や 母子 穴 婦 福祉 資金 貸付 金 の 対象 と な ら ず 、 父子 家庭 へ 
の 支援 策 は 皆無 に 近い 状況 で す 。 突然 伴 介 を 失う 、 生業 や 住居 を 失う 、 更に は 家 や 車 の 
債務 を 負う と いっ た 震 災 被害 に 対し て 、 父子 で ある か 母子 で ある か に か か わら ず 、 等 し 
く 支援 す る こと が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 ひと り 親 家庭 へ の 平等 な 支援 の た め 、 父子 家庭 へ の 支援 の 充 
実 を 図る よう 、 以 下 の 実 現 を 強く 求め ます 。 

1 遺族 基礎 年 金 の 父子 家庭 へ の 拡充 策 と し て 、 死 別 の 父子 家庭 の 父 に お いて も 支給 対 

象 と する と と も に 、 父 と 子 が 共に 暮らし て いて も 子 に 遺族 年 金 が 支給 され る よう 、 必 要 
な 措置 を 行う こと 。 

2 東日本 大 震 災 に より 父子 家庭 と な っ た 世帯 へ の 支援 人 策 と し て 、 母 子 究 婦 福祉 資金 貸 

付 金 、 高 等 技能 訓練 促進 費 事 業 及 び 特 定 就職 困難 雇用 開発 助成 金 に つい て 父子 家庭 も 対 
象 と する よう に 早急 に 見 直し を 行う こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


中 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 7 月 6 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
衆議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 こ ころ の 健康 基本 法 の 制定 を 求め る 意見 書 


現在 、 う つ 病 や 認知 症 な どの 精神 疾患 患者 数 は 、300 万 人 を 超え て いま す 。 年 間 3 万 
人 を 超え る 自殺 者 や 、 ひ きこ も り ・ 虐 待 の 増加 な ど 、 こ ころ の 健康 と 精神 疾患 の 問題 は 、 
生命 ・ 健 康 及び 生活 に 影響 を 及ぼ す 重 大 な 問題 と な っ て いま す 。 

し か し 、 日 本 に お ける 精神 保健 ・ 医 療 ・ 福 祉 の サー ビス の 現状 は 、 こ うし た ここ ろ の 
健康 に つい て の 国民 ニー ズ に 応じ られ る も の で は あり ませ ん 。 

世界 保健 機関 WHO) は 、 健 康 ・ 生 活 被 害 指標 (D AL Y 指 標 ) に より 、 先 進 諸国 に 
お いて 命 と 生活 に 最も 影響 する の は 精神 疾患 で ある と 指摘 し て いま す 。 

平成 22 年 5 月 末 、 厚生 労働 大 臣 に 提出 され た 「 こ ころ の 健康 政策 に つい て の 提言 書 」 
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に は ① 精 神 医療 改革 、 ② 精 神保 健 改革 、 ③ 家 族 支 援 の 3 つ を 軸 と し て 国民 すべ て を 対象 
と し た 、 こ ころ の 健康 に つい て の 総合 的 、 長期 的 な 政策 を 保障 する 「 こ ころ の 健康 を 守 
り 推進 する 基本 法 (仮称 ) 」 の 制定 を 強く 求め て お り 、 こ の 提言 を 受け て 、 平 成 23 年 12 
月 1 日 に は 国会 に 超 党 派 の 「 こ ころ の 健康 推進 議員 連盟 」 が 立ち 上 が り 、 平 成 24 年 の 
通常 国会 で 「 こ ころ の 健康 を 守り 推進 する 基本 法 (仮称 ) 」 実現 に 向け た 推進 体制 が 確立 
され まし た が 、 現 在 、 ま だ 制定 に 至っ て お り ま せん 。 

ここ ろ の 健康 危機 を 克服 し 、 安心 し て 生活 が で きる 社会 、 発展 の 活力 ある 社会 を 実現 
する に は 、 こ ころ の 健康 を 国 の 重要 施策 と 位置 づけ 、 総合 的 で 長期 的 な 施策 を 速やか に 
実行 する こと が 必要 で す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 そ の 重要 性 に ふさ わし く 、 す べ て の 国民 を 対象 と し た 、 こ こ 
ろ の 健康 に つい て の 総合 的 で 長期 的 な 政策 を 保障 する 「 こ ころ の 健康 基本 法 」 の 制定 を 
強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 7 月 6 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 法 務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 

【 件 名 】「 放 射 能 を 海 に 流さ な いこ と 」 と する 法律 、 人 人 人 (仮称 ) 
の 法律 制定 を 求め る 意見 書 


東日本 大 震 災 に より 三陸 治 岸 の 村落 や 市 街 地 は 壊 減 的 な 被害 を 受け まし た 。 と り わ け 
水産 関連 施設 は 御 承 知 の よう に 全壊 と 言っ て も 過言 で は あり ませ ん 。 さら に 、 大 震 災 を 
受け て 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発電 所 は 破局 的 な 事故 を 引き 起こ し まし た 。 周 辺 地域 は 
放射 能 で 汚染 され 、 その 除去 の 見 通し は 立て られ て お ら ず 、 住 民 は 移住 を 余儀 な くさ れ 
て いま す 。 放射 能 汚染 は 、 福島 県 に と ど ま ら ず 、 関 東北 部 か ら 岩 手 県 責 に まで 及び 、 市 
民生 活 よ は も と より 、 農 業 、 畜 産業 に も 経済 的 、 精 神 的 な 被害 を も た らし て いま す 。 

この よう な 状況 の 中 で も 、 再 処理 工場 は 依然 と し て 海 や 空 に 放射 性 物質 を 放出 し 続 
け 、 さ ら に は 事故 や トラ ブル を 引き 起こ し な が ら も 、 平 成 24 年 10 月 の 本 格 稼働 に 向け 
て 準備 を 進め て お り ま す 。 これ 以上 三陸 の 海 が 放射 能 で 汚染 され る と 、 沿岸 住民 の 健康 
は も ちろ ん の こと 、 食 の 安全 が 脅かさ れ ま す 。 ま た 、 三 陸 の 漁業 、 農 畜産 業 、 観光 が 大 
打撃 を 受け 、 経済 的 損失 は 計り 知れ ませ ん 。 こ れ ら の こと か ら 、 放射 能 を 海 に 流さ な い 
こと と する 法律 の 制定 が 必要 と 考え ます 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 に つい て 実現 され る よう 強く 求め ます 。 

記 

1 放射 性 物質 を 海 に 放出 し な い 法 律 、 放射 能 海洋 放出 規制 法 (仮称 ) を 制定 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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宮古 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 環 境 大 臣 
【 件 名 】 再 生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 に 向け た 環境 整備 を 求め る 意見 書 


| 


(趣旨 ) 

電気 事業 者 に よる 再生 可能 エネ ルギー 電気 の 調達 に 関す る 特別 措置 法 が 、 本 年 7 月 1 
日 に 施行 され る こと か ら 、 再 生 可 能 エ ネル ギー の 導入 促進 と 実効 性 の ある 買い 取り 制度 
に 向け 、 十 分 な 環境 整備 を 図る よう 求め る 。 

(理由 ) 

昨年 2011 年 8 月 に 成立 し た 「 電 気 事業 者 に よる 再生 可能 エネ ルギー 電気 の 調達 に 関 
する 特別 措置 法 」 が 、 本 年 7 月 1 日 に 施行 され る 。 

これ に より 、 再生 可能 エネ ルギー の 固定 価格 買い 取り 制度 が スタ ー ト し 、 政府 は この 
3 年間 で 集中 的 に 利用 拡大 を 図る と し て いる が 、 導 入 促進 に 向け て の 環境 整備 は 不 十 分 
で ある 。 

導入 に 当たっ て の 課題 と し て 、 風力 発電 で は 送電 網 整備 の 強化 が 急務 で あり 、 太陽 光 
発電 で は メガ ソー ラー の 円 滑 な 設置 が 可能 と な る よう 農地 法 の 問題 な どの 環境 整備 、 さ 
ら に 家庭 用 パネ ル の 設置 で 発生 する 初期 費用 の 問題 が 挙げ られ る 。 また 、 小 水力 発電 導 
入 時 の 手続 の 簡素 化 ・ 迅 速 修 な ども 求め られ て いる 。 

日 本 の 再生 可能 エネ ルギー 利用 は 、 水 力 発電 を 除い た 実績 (2005 年 環境 省 ) で 、 電 
力 消費 全体 に 対す る 使用 割合 が 0.99%% と 他国 と 比べ て お くれ て お り 、 消 費 電 力 に 対す る 
エネ ルギー 源 の 多様 化 が 急務 と な っ て いる 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 と 実効 性 ある 買い 取り 制度 に 
向け 、 以 下 の と お り 、 十 分 な 環境 整備 を 図る よう 強く 要請 する 。 

記 
1 投資 促進 減税 、 省 エネ ・ 代 替 エ ネル ギー 減税 な どの 拡充 を 実施 し 、 再生 可能 エネ ル 
ギー の 導入 を 促進 する こと 。 
2 買い 取り 価格 ・ 期 間 の 設定 に お いて 、 設定 ルー ル を 明確 化し 、 長期 的 な 将来 の 見 通 

し を 示す こと 。 

3 再生 可能 エネ ルギー 発電 事業 に 係る 規制 改革 を 確実 に 実施 する と と も に 進捗 状況 

の 管理 の た め の 独 立 機関 等 を 設置 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】2013 年 度 の 国 の 予算 編成 に 向け て 、 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 
務 教 育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 


(趣旨 ) 
将来 を 担う 子ども た ち へ の 教育 は 、 社会 の 基盤 づく り に 極め て 重要 で あり 、 未来 へ の 
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先行 投資 と し て 、 子 ども た ちの 学び を 切れ め な く 支 援 す る た め 、30 人 以下 学級 の 実現 
と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 拡充 を 強く 求め る 。 

(理由 ) 

35 人 以下 学級 に つい て 、 昨 年 、 公 立 義 務 教育 諸 学校 の 学級 編制 及び 教職 員 定 数 の 標 
準 に 関す る 法律 が 改正 され 、 小学 校 1 学年 の 基礎 定数 化 が 図ら れ た も の の 、 小 学校 2 学 
年 に つい て は 教職 員 の 加 配 措置 に 留まっ て いる 。 

日 本 は 、OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児 
童 生 徒 数 が 多く な っ て いる 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひと ク 
ラス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が ある 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 制 及び 
教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規 
模 」 と し て 、「26 人 ~30 人 」 を 挙げ て いる 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望 
ん で いる こと は 明らか で ある 。 

社会 状況 な どの 変化 に より 、 学 校 に は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 
求め られ て いる 。 学校 で は 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 
容 が 増加 し て いる 。 また 、 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 
障がい の ある 児童 生徒 へ の 対応 、 不 登校 、 い いじめ な ど 生 徒 指導 な ど が 課題 と な っ て いる 。 
地方 に お いて は 、 過疎 化 が 進み 、 複 式 学級 の 増加 が 懸念 され て いる 。 こ うし た こと か ら 、 
学級 規模 縮減 以外 の さま ざま な 定数 改善 も 必要 で ある 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 上 の 要請 で ある 。 し か し 、GDP に 占め る 教育 予算 の 割合 は 、OECD 加 盟 国 の 中 
で 日 本 は 下位 と な っ て いる 。 また 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 
負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 
正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いる 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で あり 、 
未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども た ちの 学び を 切れ め な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 
雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、2013 年 度 の 予算 編成 に 向け て 、 下 記 の 事項 を 実現 され る よ 
う 強 く 要 望 する 。 

記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環 

境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 害 

合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 

【 件 名 】 医療 従事 者 の 増員 と 夜勤 改善 で 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 求め る 意見 書 











市 議会 名 


意見 書 の 内 容 





(趣旨 ) 

医療 従事 者 の 増員 を 実現 し 、 安全 で 行き 届い た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 を 実現 する た め の 対 
策 を 講じ る よう 求め る 。 

(理由 ) 

東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 崩壊 」、「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 
で 医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫り に な っ た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 『 看 護 師 な どの 「 雇 用 の 質 」 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 』 で は 、 看 護 師 な どの 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持続 可能 な 医 
療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め の な いこ と か ら 、 夜勤 ・ 交 代 制 労働 者 な どの 勤務 環境 
改善 は 、 喫緊 の 課題 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の 実現 の た め に も 、 看 護 師 な 
ど 夜 勤 ・ 交 代 制 労働 者 の 増員 と 労働 環境 改善 の た め に 法規 制 が 必要 で ある 。 

また 、 上 岩 炎 か ら の 復興 、 地域 医療 の 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 
み に 増 や し 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 医 師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な どの 増員 を 実現 し 、 安 全 で 行き 届 
いた 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 を 実現 する た め の 対 策 を 講じ る よう 求め る 。 

記 

1 看護 師 な ど 夜 勤 交代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間 隔 

を 12 時 間 以 上 と する こと 。 
2 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 
3 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 社 会 保障 ・ 税 一 体 改 革 担 当 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財務 大 臣 、 厚 
生 労 働 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

【 件 名 】 税 制度 の 見 直し を 求め る 意見 書 


政府 は 、 社 会 保障 ・ 税 一 体 改革 大 綱 を 閣議 決定 し まし た 。 こ の 大 綱 は 、 社 会 保障 安定 
の た め の 主 た る 財源 を 消費 税 と し 、 消 費 税率 を 平成 26 年 に 8 9%、 平 成 27 年 に 1096 ま 
で 段階 的 に 引き 上 げ る と し て いま す 。 

し か し 、 今回 の 消費 税 の 増税 は 、 そ の 目的 で ある 社会 保障 制度 の 改革 部 分 の ほとん ど 
が 国民 会 議 の 議論 を 待つ こと で 決定 され な いま ま 、 増 税 の 部 分 だ けが 先行 決定 され よう 
と し て いま す 。 

か つて 、 平成 元 年 に 消費 税 を 導入 し た 際 も 、 高齢 化 社会 に 対応 する た め と いう こと で 
導入 し た 経緯 が あり ます が 、 年 金 の 引き 下げ や 医療 費 負 担 増 な ど 社 会 保障 制度 全体 が 悪 
く な っ て き て いま す 。 

また 、 消 費 税 は 所 得 に 対し て 逆 進 課税 と な る 制度 で す 。 一 方 、 応 能 負担 と な る 累進 課 
税 の 制度 は 、 高 額 所 得 者 に 対す る 所 得 税 や 大 企業 に 対す る 法人 税 な ど は 減税 され た まま 
と な っ て いま すず す 。 











市 議 


意見 書 の 内 容 








さら に は 、 平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 の 復興 財源 に つい て も 、 所得 
税 、 住 民 税 の 増税 を 25 年 間 行 う 一 方 、 大 企業 な ど が 負担 する 法人 税 は 5 % の 恒久 減税 
を 行っ た うえ で 、39% の 復興 特別 税 を 3 年 間 課 する よう な 不 公平 な も の と な っ て いま 
す 。 

社会 保障 制度 の 充実 は 多く の 国民 が 望む と ころ で あり 、 そ の 財源 確保 は 重要 な 課題 で 
あり ます 。 し か し 、 社 会 保障 の 充実 策 が 不明 確 な まま 、 安易 に 消費 税 の 増税 を 行う の で 
は な く 、 国 の 税制 度 そ の も の を 見 直し た うえ で 、 社 会 保障 制度 の 充実 を 図る べき で ある 
と 考え ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 社 会 保障 制度 の 充実 を 図る た め 、 税 制度 の 
見 直し を 行う よう 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








議決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 厚 生 労働 大 
臣 

【 件 名 】 自 然 エ ネル ギー へ の 転換 と 放射 線 対策 の 強化 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 3 月 11 日 の 東日本 大 震 災 に よる 東京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 の 事故 は 、 
チェ ル ノ ブ イリ 原子 力 発電 所 の 事故 に 次 ぐ 深 刻 な 事故 と な り 、 発 生後 1 年 3 か 月 が 経過 
し た いま も 収束 し て お ら ず 、 実態 も いま だ に 解明 され て いま せん 。 また 、 原子 力 発電 の 
安全 性 に つい て は 、 再 検証 が 必要 で あり 、 監視 規制 する 体制 も いま だ 確立 され て いま せ 
ん 。 

さら に 、 当初 30 年 と され て いた 施設 の 耐用 年 数 に 対し て 、 運転 開始 か ら 30 年 を 超え 
る 原子 力 発電 所 は 21 基 あ り 、 そ の うち 4 基 は 40 年 を 超え て いま す 。 

現在 、 す べ て の 原子 力 発電 所 が 定期 点検 等 で 停止 し て いま す が 、 政府 は 経済 的 理由 か 
ら 大 飯 原子 力 発 電 所 を 再 稼働 させ よう と し て いま す 。 そもそも 、 国 に お いて は 原子 力 発 
電 を 再 稼働 する 前 に 、 安 全 ・ 安 心 を 確保 する た め の 監 視 体制 を 構築 すべ き で す 。 
世界 全体 で は 、 こ の 10 年 間 伸 びている の は 原子 力 で は な く 、 自 然 エ ネル ギー で す 。 
我が国 は 、 水 力 、 風 力 、 木 質 バ イオ マス な どの 自然 エネ ルギー に 恵まれ て いま す 。 
安全 性 確保 の 面 か ら 多 く の 原 子 力 発電 所 が 停止 し て いる 今 こ そ 、 原 子 力 発電 に 依存 し 
て いる 現在 の 電力 供給 か ら 、 自 然 エ ネル ギー を 中 心 と し た 新た な エネ ルギー 政策 に 転換 
すべ き で す 。 

東京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 の 事故 は 広範 囲 に わた る 放射 能 汚染 を 引き 起こ し ま 
し た 。 その た め 、 食品 検査 や 放射 線 健康 影響 調査 の 範囲 を 今 以 上 に 拡大 する こと は 今後 
も 重要 で あり 、 ま た 、 被害 に あっ た 農林 水産 業者 が 、 こ れ か ら も 生産 を 安心 し て 続け て 
いけ る よう 国 が 責任 を 持っ て 対策 を 進め る べき で す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
1 原子 力 発電 の 再 稼働 に は 慎重 を 期す る こと 。 

2 自然 エネ ルギー の 拡大 普及 を 図る 新た な エネ ルギー 政策 に 転換 する こと 。 











市 議 
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3 放射 線 対策 の 強化 と 農林 水産 業者 へ の 補償 を 国 が 責任 を 持っ て 進め る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 外 国 資本 等 に よる 土地 売買 等 に 関す る 法 整 備 を 求め る 意見 書 


近年 、 全国 各地 に お いて 、 外国 資本 等 に よる 水源 地域 の 森林 等 の 土地 の 買収 が 進ん で 
いま す 。 

諸 外 国 で は 、 外 国人 や 外国 法人 に よる 自国 内 の 土地 所 有 に つい て 、 地 域 を 限定 し た り 、 
事前 許可 制 と し た りす る な どの 制限 を 課 し て いる 状況 に あり ます 。 そ れ に 対し 我が国 で 
は 、 大 正 14 年 に 制定 され た 外国 人 土地 法 に お いて 、 国 防 上 重要 な 地区 な ど で 土 地 取 得 
を 制限 で きる と し て いま す が 、 具体 的 な 地区 を 指定 し た 政令 は 終戦 直後 に 廃止 され 、 実 
効 性 を 失っ て いる 状況 に あり ます 。 

今後 も 、 世界 の 水 需要 の ひっ 迫 、 森林 の 二酸化 炭素 吸収 能力 に 係る 価値 の 上 昇 な どか 
ら 、 外 国 資本 等 に よる 我が国 の 森林 等 の 買収 は 、 一 層 拡 大 する こと が 予想 され ます 。 

外国 資本 等 に よる 土地 所 有 が 無制限 に 拡大 し て いけ ば 、 無 秩序 な 伐採 に よる 景観 の 破 
壊 、 水 源 地 域 の 乱 開 発 に よる 水質 の 悪化 や 水 資源 の 枯 渦 な ども 懸念 され ます 。 

また 、 自衛 隊 施 設 の 隣接 地 が 買収 され る 事例 も あり 、 安全 保障 上 の 観点 か ら の 問題 も 
指摘 され て いま す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 国 土 保全 及び 安全 保障 上 の 観点 か ら 、 外 国 
資本 等 に よる 土地 の 売買 や 適切 な 管理 体制 を 構築 する た め の 法 整備 に 早期 に 取り 組む 
よう 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】 国 の 出先 機関 の 体制 の 維持 と 機能 の 充実 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 岩 災 で は 、 マ グ ニ チ ュー ド 9 の 巨大 地震 と こ 
れ に よる 大 津波 が 東北 地方 沿岸 部 を 襲い 、 尊い 命 と 人 々 の 暮らし を 奪い 去り まし た 。 岩 
手 県 に お いて も 被害 は 甚大 で あり 、 沿 岸部 で は 今 な お 多く の 人 々 が 避難 生活 を 余儀 な く 
され て いま す 。 

国 や 地方 自治 体 の 職員 は 、 震 災 発生 直後 か ら 懸命 の 救援 活動 に あたり 、 燃料 確保 や イ 
ン フ ラ 復 旧 、 物 流 の 復活 、 医療 活動 な ど を 通じ て 被災 者 の 暮らし を 支え て き て お り 、 国 、 
県 、 市 町 村 が 果たす べき 責任 と 役割 に つい て 適切 に 分 担 され る 重要 性 が 明らか に な っ て 
いま す 。 

東日本 大 震 災 か ら の 復旧 ・ 復 興 に あたっ て は 、 被災 地 へ の 応援 派遣 な ど 、 全国 の 出先 
機関 は 一 体 と な っ て 重要 な 役割 を 果たし て きま し た 。 
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し か し 、 国 は 、 昨 年 12 月 に 開催 され た 地域 主権 改革 戦略 会 議 に お いて 、 広 域 的 実施 
体制 の 枠組 み の 方 向 性 を 決定 し 、 国 の 出先 機関 の 廃止 を 進め よう と し て いま す 。 

今 、 国 に 求め られ て いる こと は 、 防災 対策 な ど で 地 方 自治 体 と 一 体 と な っ て 住民 の 生 
命 を 守り 、 安全 ・ 安 心 を 確保 する こと で す 。 国 の 出先 機関 の 廃止 を は じ め と する 地域 主 
権 改革 は 、 国 が 果たす べき 責任 と 役割 を あい まい に する も の で 、 国 の 使命 に 反する も の 
で す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 防災 対策 及び 復興 支援 の 観点 か ら 、 国 の 出 
先 機関 を 廃止 せ ず 、 体 制 の 維持 と 機能 の 充実 を 図る よう 強く 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 2. 59%% の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


政府 は 公 的 年 金 の 「 特 例 水準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2.59% の 年 金額 の 引き 
下げ を 行 お うと し て いま す 。 

2000 年 か ら 2002 年 に 行わ れ た 物価 スラ イド 特例 措置 は 、 物価 下落 時 の 年 金額 の 引き 
下げ を 据え 置い た 措置 で 、 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し た 政府 の 適切 
な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

し か し 、 現在 、 高 齢 者 を 取り 巻く 状況 は 、 医 療 や 介護 の 負担 の 増加 な ど に より 、 ま す 
ます 上 厳しく な っ て いま す 。「 特 例 水準 解消 、 年 金額 2. 596 引 き 下げ 」 を 実施 する こと は 、 
高齢 者 の 生活 を 守る 立場 か ら も 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま 
せん 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 公 的 年 金 の 「 特 例 水準 」 解 消 に よる 年 金額 
の 引き 下げ は 行わ な いよ う 強 く 求 め ま す 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 28 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 巴 
算 の 拡充 を 求め る 意見 書 


平成 23 年 度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小 学校 1 学年 の 基礎 定数 化 が は か られ まし た 。 
これ は 、30 年 ぶり の 学級 編成 標準 の 引き 下げ で あり 、 今 後 、 少 人 数 学級 へ の 着実 な 実 
行 が 必要 で す 。 日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 あ た り の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 
あたり の 児童 生徒 数 が 多く 、 き め 細 や か な 対応 を する た め に は 学級 規模 を 引き 下げ る こ 
と が 必要 で す 。 平 成 22 年 に 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学 級 編成 及び 教職 員 定 数 に 
関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 回 答 者 の 約 6 割 が 小 中 学 校 の 望ま し い 学 級 規模 と し 
て 、26 か ら 30 人 を 挙げ て お り 、 こ の こと か ら 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こ 











市 議会 名 


意見 書 の 内 容 





と は 明らか で す 。 

また 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 の 精神 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て は 、G D P に 占め る 教育 費 の 割合 は OE 
CD 加盟 28 カ国 の 中 で 最 下 位 で あり 、 ま た 、 国 の 三位一体 改革 に より 義務 教育 費 国庫 
負担 制度 の 国 の 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 こ れ に より 教育 予算 
は 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 地 方 自治 体 が 教育 費 の 財源 を 安定 的 に 確保 する 
た め に は 、 義務 教育 費 の 国庫 負担 制度 を 堅持 し 、 さ ら に 国 の 負担 割合 を 3 分 の 1 か ら 2 
分 の 1 へ 引き 上 げ る こと が 必要 で す 。 
将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未来 
へ の 先行 投資 と し て 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 の 育成 か ら 雇 用 ・ 
就業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 
環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 目指 すこ と 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 
も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教育 予算 の 充 
実 の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








久 慈 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 の 削減 に 反対 する 意見 書 


厚生 労働 省 は 、 平成 12 年 か ら 平 成 14 年 に 実施 され た 、 物価 スラ イド に よる 減額 据え 
置き の 「 特 例 水準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2.59% の 年 金 引 き 下 げ を 行 お うと し て 
いま す 。 

当時 、 政府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 金額 を 据え 置い た 
も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

つき まし て は 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 上 厳し さ を 
増し て いる に も か か わら ず 、「 特 例 水準 解消 ・2.59% 削 減 」 を 行う こと は 、 高 齢 者 の 生活 
を 守る 立場 か ら も 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

以上 の 趣旨 に か ん が み 、 次 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 
記 


Dl 


1 公 的 年 金 の 2. 5% 削 減 は 行わ な いこ と 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 26 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 岩 手 
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県 知事 
【 件 名 】 医 療 従事 者 の 増員 と 夜勤 改善 で 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 求め る 意 
見 書 


東日本 大 震 災 で は 、 医 療 ・ 介 護 の 危機 的 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医師 、 
看護 師 、 介 護 職 員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫 り に な り ま し た 。 

また 、 当地 域 に お いて も 麻酔 科 な どの 常勤 医師 の 削減 な ど 、 慢性 的 な 医師 不足 は 深刻 
な 状況 に あり ます 。 

厚生 労働 省 が 平成 23 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 」 で は 、「 夜 勤 を 含む 交代 制 勤務 等 に より 、 茂 し い 勤 務 環 境 に 
置か れ て いる 者 も 多く 、 必要 な 人 材 の 確保 を 図り な が ら 、 看護 師 等 が 健康 で 安心 し て 働 
ける 環境 を 整備 する こと が 喫緊 の 課題 」 と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め 
に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 代 制 労働 者 の 増員 と 、 労働 環境 の 改善 の た め に 、 法 整備 が 必 
要 で す 。 

震 災 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並 み に 増 や 
し 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 
拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 

記 

1 看護 師 な ど 夜 勤 交代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間隔 
を 12 時 間 以 上 と する こと 。 

2 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 

3 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 環 境 大 臣 、 原子力 発電 所 事故 収 
東 ・ 再 発 防止 担当 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 放射 性 物質 の 早急 な 除 江 対 策 を 求め る 意見 書 


東日本 大 岩 災 に 伴う 東京 電力 株 式 会 社 福島 第 一 原子 力 発電 所 の 事故 に より 発生 し た 
放射 性 物質 に よる 汚染 問題 は 、 市 民生 活 の 不安 と 、 農 畜 林業 を は じ め と する 地域 産業 へ 
の 影響 が 懸念 され て いる 。 

特に も 遠野 市 は 、 広大 な 公共 牧場 を 有 し 、1 0 00 頭 規模 で の 和牛 放牧 を お こ な っ て 
お り 、 安全 な 地域 農産 物 の 生産 と 安心 で きる 消費 生活 環境 の 保全 を 図る 上 で 、 放射 性 物 
質 の 影響 を 防止 する た め の 手 立て を 早急 に 講じ て いく 必要 が ある 。 
自治 体 の 規模 や 財政 力 、 面 積 等 の 事情 に より 、 対策 に 格差 が 生じ 、 除 楽 対策 を 長 引 か せ 
る こと は 、 復 興 の 妨げ と な る た め 断 じ て 避 け な け れ ば な ら な いと 考え る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 下記 の と お り 放 射 性 物質 の 早急 な 除 染 対策 を 実施 する と と も 
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に 、 市 町 村 が 除 染 に 関す る 役割 を 適切 に 果たす こと が で きる よう 下記 の と お り 要 望 す 
る 。 
記 

1 市 町 村 が 行う 除 染 に 対し て は 、 適正 な 単価 を 設定 し た 上 で 、 国 が 費用 負担 を 行う こ 
と 。 

2 公共 牧場 の 除 染 に 対し て 、 市 町 村 が 関連 資 機材 の 購入 ・ 貸 与 等 を 行う 場合 に あっ て 
も 、 財 政 措置 を 講じ る こと 。 

3 公共 牧場 の 除 染 が 完了 する まで 当 市 の 畜産 農家 は 放牧 が で きず 、 家 畜 排 せつ 物 の 処 
理 等 に 対す る 負担 も 増す こと か ら 、 それ まで の 間 、 市 町 村 が 独自 に 行う 対策 に 係る 費 
用 に 対す る 財政 措置 を 講じ る こと 。 

4 消費 者 の 安全 意識 に 即 し た 農 畜 産物 の 生産 基盤 を 再生 する と も に 風評 被害 の 防止 
の た め 、 市 町 村 が 行う 除 染 対 象 区 域外 に お ける 除 染 対策 に 対す る 財政 措置 を 講じ る こ 
ど 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 岩 手 県 
知事 

【 件 名 】 医療 従 事 者 の 増員 と 夜勤 改善 で 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 求め る 意見 書 


東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 
医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫り に な っ た 。 

厚生 労働 省 が 平成 23 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取組 に つい て 」 の 通知 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可能 な 医療 提 
供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 代 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 喫緊 の 
課題 」 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 代 制 労働 
者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 法規 制 が 必要 で ある 。 
岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医 療 再 生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増やし 、 
国民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いる 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 
拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 する 。 
記 

1 看護 師 な ど 夜 勤 交 代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間 隔 
を 12 時 間 以 上 と する こと 。 

2 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 

3 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 降 電 に よる 果樹 被害 に 対す る 対応 を 求め る 意見 書 
平成 24 年 6 月 4 日 の 午後 4 時 過ぎ より 、 一 関 市 真柴 及び 花泉 町 金沢 地域 に お いて 降 
害 が あり 、 一 帯 の りん ご や 梨 な どの 果樹 に 壊滅 的 な 被害 が 生じ まし た 。 
被害 は 、 一 帯 の 約 50 ヘクター ル に 及ぶ と 想定 され 、 市 の と り ま と め に よる と 、 被 害 
額 は 1 億 7.500 万 円 余 で 、 と り わ け 花 泉 中 央 りん ご 生産 組合 が 栽培 する 35 ヘクター ル 
に つい て は 、 果実 や 葉 の ほとん ど に 傷 が つく 壊滅 的 被害 と な り 、 深刻 な 事態 と な っ て い 
ます 。 
他方 、 再 生産 の た め に は 、 防 除 な どの 作業 は 通常 の と お り 実 施し な けれ ば な り ま せん 。 
し た が っ て 、 再 生 に 向け て 、 下 記 の 事項 に つい て 最大 限 の 支援 を 要望 し ます 。 
記 
1 病害 虫 防除 な ど 再 生 に 向け た 技術 的 、 財 政 的 支援 
2 つなぎ 融資 な ど 生 産 者 及び 財政 的 支援 を 講じ る 系 統 な ど へ の 支援 
3 被害 果樹 の 販売 支援 
4 異常 気象 に 対応 し た 独自 の 災害 対策 の 充実 強化 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 環 境 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 復 興 
大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 除 染 に 対し て 柔軟 な 対応 を 求め る 意見 書 


当 市 に は 、 福 島 第 1 原子 力 発電 所 事故 に 伴い 、 放 射 性 物質 が 拡散 し た 。 

この た め 、 本 年 5 月 に 『 一 関 市 除 染 実 施 計画 』 の 承認 を 受け 、 公 共 的 施設 か ら 除 染 を 
開始 し た 。 

現在 の 国 の 基準 で は 、 除 染 対象 地域 は 空間 線量 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト 以 上 
と な っ て いる 。 

し か し 、 こ の 空間 線量 は 、 混在 し て いる の が 実態 で あり 、 市 民 の 安全 ・ 安 心 な 生活 を 
確保 する 観点 か ら 、 単に 線量 で 区 分 せ ず 、 基準 値 を 超過 する 部 分 が ある 生活 圏 に は 、 必 
要 な 財政 措置 を 講じ る と と も に 、 除 染 対 象 地 域 の 線引き に つい て 、 和 柔軟 な 対応 を 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 環 境 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 復 興 
大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 放射 性 廃棄 物 の 適正 な 処理 を 求め る 意見 書 


当 市 に は 、 福島 第 1 原子 力 発 電 所 事故 に 伴い 、 放射 性 物質 が 拡散 し 、 市 民生 活 に 甚大 











市 議 


意見 書 の 内 容 








な 影響 が 生じ て いる 。 

この た め 、 当 市 で は 『 除 染 実 施 計画 』 を 策定 し 、 国 の 承認 を 得 て 、 公 共 的 施設 か ら 除 
染 を 開始 し た 。 

また 、 汚 染 さ れ た 牧草 、 稲 わ ら 、 堆肥 な ど 農 業 系 を 中 心 に 大 量 の 汚染 廃棄 物 が 発生 し 
て お り 、 生 活 空 間 の 除 染 が 進む と と も に 、 そ の 量 は 大 幅 に 増加 する も の と 考え られ る 。 
これ ら の 廃棄 物 の 処理 に つい て は 、 減 容 化 を 含め た 適正 な 方 法 に つい て 明確 に 国 か ら 
示さ れ て いな い 。 

さら に 、 中 間 処 理 施設 に つい て も 本 県 へ の 設置 は 未定 で あり 、 放射 性 廃棄 物 処理 の 全 
体 の ロー ド マ ッ プ が 未 確 定 で ある 。 

この た め 、 放射 性 廃棄 物 処理 の 減 容 化 、 中 間 処 理 施設 な どの 全体 の 計画 を 国 の 責任 で 
早期 に 提示 する よう 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 産 直 な ど JA 系 統 外 の 損害 賠償 へ の 支援 を 求め る 意見 書 


福島 第 1 原子 力 発電 所 事故 に よる 放射 性 物質 の 拡散 に より 、 当 市 は し いた け や 山 菜 類 
が 出荷 制限 され て お り 、 生 産 者 は も と より 市 民生 活 に 大 き な 影 響 が 生じ て いる 。 
生産 者 へ の 影響 緩和 の た め 、 原 因 者 で ある 東京 電力 由 に 対し 損害 賠償 請求 を 確実 に 行 
う 必 要 が あり 、 当 事 者 間 で 協議 が 開始 され た 。 

畜産 な どの 被害 に つい て は JA の 系 統 が 確たる 組織 で 損害 賠償 請求 の 窓口 と な っ て 
いる が 、 産直 は 、 一 般 的 に 系 統 外 で あり 、 か つ 、 零細 な 経営 で あり 、 複 雑 な 損害 賠償 請 
求 の 事務 処理 を 行う こと は 困難 で ある 。 

産直 で は 今回 の 事故 を 契機 に 販売 を 中 止 す る と の 声 も 多く 寄せ られ て いる 。 

産直 は 、 地域 振興 に も 大 きく 寄与 し 、 今回 の 事態 で 地域 の 活力 が 失わ れる こと が 懸念 
され る 。 

よっ て 、 産 直 は 複数 の 自治 体 に あり 、 単 独自 治 体 で な く 、 広 域 的 な 課題 と し て 捉え 、 
県 に お いて 損害 賠償 窓口 の 確立 を 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 
産業 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 原子力 損害 賠償 金 へ の 非課税 を 求め る 意見 書 


東京 電力 福島 第 一 原発 事故 は 、 除 染 も ほとん ど 進 ん で いな い に も か か わら ず 、 政府 の 
原子 力 災害 対策 本 部 は 「 収 束 」 宣言 を 出し た 。 
避難 地域 を 初め 、 い わ ゆ る 風評 被害 の 事業 者 な ど 、 営業 の 再開 は も ちろ ん 日 々 の 経営 
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の 維持 に さえ 困難 を 来 し て いる 。 この 間 、 よ う や く 東 京 電力 に よる 賠償 金 の 本 払い の 一 
部 が 実現 し た 。 そ の 中 で 、 東 京 電力 の 照会 に 対し 、 国 税 庁 は 、 賠償 金 の 所 得 税 は 「 非 課 
税 」 と する も の の 、 租 税関 係 で は 「 営 業 損害 の うち 減収 分 (逸失 利益 ) は 課税 対象 と す 
る 」 と 文書 回 答 し て いる 。 

し か し 、「 逸 失 利 益 」 と いわ れる 部 分 の 賠償 請求 額 も 「 何 と か 生き 延び た いか ら 、 東 
京 電力 の 枠 内 で も 仕方 が な い 」 と いう 苦渋 の 選択 の 中 で 妥協 し て きた 金額 で ある 。 現状 
は 、 そ の 事業 の 場 を 東京 電力 に 奪わ れ 、 そ の 再開 の 見 込み さえ 全く 見 えな い 。 東京 電力 
と 国 に よる 原発 事故 の 責任 は 今後 も 問わ れる 。 

また 、 原子 力 損害 賠償 金 を 収入 ・ 所 得 と 見 な し 課税 され る こと で 、 所 得 税 の みな ら ず 
地方 税 の 課税 及び 医療 保険 ・ 介 護 保険 等 の 保険 料 へ も 影響 が 出 て くる 。 今 、 国 が や る ベ 
きこ と は 賠償 人 金 へ の 課税 で は な く 、 原発 事故 を 一 日 も 早く 収束 させ 、 いち早く 誰 で も 住 
め る ふる さと を 住民 に 返す よう 、 全 力 を 挙げ る こと で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 原子 力 損害 賠償 人 金 に つい て は 全て 非課税 に する よう 強く 要望 
する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 原子力 発電 に 国民 的 合意 を 求め る 意見 書 


政府 は 、 関 西 電 力 大 飯 原発 3 、 4 号機 の 再 稼働 を 決定 し た 。 

今 、 国 内 の 電力 状況 は 、 全 て の 原発 が 停止 し て いる こと も あり 、 非 常に 厳し い 状況 に 
ある 。 

特に 、 関 西 電 力 管内 は 、 原子 力 発電 に 対す る 依存 度 が 高かっ た た め 、 電 力 の 需給 バラ 
ンス が 、 極 め て 厳し い 状 況 に ある こと は 事実 で ある 。 

し か し 、 電 力 の 需給 バラ ンス を 優先 し て 原発 の 再 稼働 を 行う べき で は な い 。 

他方 、 国 民生 活 の た め 、 安 定 し た 電力 を 供給 する こと は 、 国 の 責務 で ある 。 

医療 、 交 通 な どの 国民 生活 分 野 を は じ め 、 製 造 業 の 経営 な どの 経済 分 野 に お いて も 、 
電力 は 、 国 民 の 生命 と 暮らし を 守る た め の 根 幹 を な す も の で ある 。 

よっ て 、 原発 再 稼 働 に あたっ て は 、 福島 原発 事故 の 原因 究明 や 新た な 原子 力 の 規制 機 
関 の 創 設 を 早期 に 実現 させ る と と も に 、 原 発 立地 自治 体 は も と より 、 十 分 な 説明 責任 を 
果たし 、 脱 原発 の 方 向 に 向け 、 国 民 的 合意 を 得る よう 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 

【 件 名 】 消 費 税 の 増税 を し な いこ と を 求め る 意見 書 
政府 は 、 消 費 税 増税 法案 を 今 国会 中 に 成立 させ よう と し て いる 。 
国 、 地 方 と も 、 極 め て 厳し い 財政 状況 に ある こと は 事実 で ある 。 
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加え て 、 当 市 は 東日本 大 地震 で 約 250 億 円 の 被害 と 併せ 、 福島 原子 力 発電 所 事故 に よ 
り 、 放 射 能 の 汚染 を 受け た 。 

今 、 市 民 は 懸命 に 復興 に 取り 組ん で いる が 、 緒 に つい た と ころ で ある 。 

この よう な 状況 下 の も と で 、 消 費 税 が 増税 に な れ ば 、 市 民生 活 に 大 き な 影 響 が 生じ る 
こと は 必須 で ある 。 

今 、 国民 の 多く の 声 は 、 消費 税 増税 の 前 に 違憲 状態 に ある 国会 議員 定数 の 削減 な ど 国 
会 議員 が 率先 し て 無駄 の 削減 に 取り 組む こと を 求め て いる 。 

よっ て 、 消 費 税 増税 の 前 に 、『 や る べき 事 を や る 』 と の 考え の も と に 政策 の 優先 順位 
を 考慮 し 、 消 費 税 増税 を し な いこ と を 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意見 書 を 提出 する 。 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総務 大 臣 、 財務 
大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

【 件 名 】 関 西 電力 大 飯 原子 力 発電 所 3 号機 及び 4 号機 の 早期 の 再 稼動 に 反対 する 


意見 書 


政府 は 、 関西 電力 大 飯 原 子 力 発電 所 3 号機 及び 4 号機 に つい て 、 今夏 、 電力 不 足 の 可 
能 性 が ある こと を 強調 し 、 早 期 再 稼動 の 姿勢 を 明らか に し て いま す 。 

し か し 、 事故 の 収束 が 見 えな い 東 京 電力 福島 第 一 原子 力 発 電 所 の 大 事故 は 、 この 間 国 
や 電力 会 社 が つく っ て きた 原子 力 発電 の 安全 神話 を 根底 か ら 覆 す も の で す 。 ま た 一 度 事 
故 が 発生 すれ ば 広範 な 地域 に 放射 能 汚染 被害 を も た らし 、 住民 の 生命 は も ちろ ん 、 平 和 
な 家庭 生活 も 地域 社会 も 崩壊 させ る こと は 、 今回 の 事故 の 大 き な 教訓 で す 。 この こと は 
奥州 市 に お いて も 、 子 ども た ちの 健康 被害 の 心配 や 相 継 ぐ 農 産物 の 出荷 制限 、 出荷 自粛 
及び 風評 被害 な どか ら も 明らか で す 。 

今回 の 大 飯 原子 力 発電 所 の 再 稼動 に 際 し て は 、 従 来 の スト レス テス ト の ルー ル に 追加 
する 形 で 短期 間 に 安 全 基準 が 策定 され 、 こ の 基準 に よっ て 安全 性 を 確認 され た と され て 
お り ま す 。 

今回 の 新た な 安全 基準 は 、 本 来 は 原子 力 安全 委員 会 の 審議 を 経て 決定 すべ きも の で あ 
り ま す が 、 政治 判断 の 名 の も と に 、 専門 的 知識 も 持ち 合わ せ て いな い 4 大臣 の 会 合 で 決 
定 さ れ た も の で あり 、 何 の 法 的 根拠 も 有 し て いな いと いわ ざる を 得 ま せん 。 で し て 
何より も 、 福島 第 一 原子 力 発電 所 事故 の 検証 が 十分 で き て いな い 状 況 で 、 こ の よう な 重 
要 な 基準 が 審議 の 状況 を 国民 に 公開 する こと な く 策 定 さ れ た こと に 対し 、 大 き な 疑 問 を 
抱く も の で あり ます 。 

よっ て 、 こ の よう な 関西 電力 大 飯 発 電 所 3 号機 及び 4 号機 の 早期 再 稼動 に 反対 する も 
の で す 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 いた し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 
大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 2 分 の 1 
復元 を 求め る 意見 書 


昨年 の 義務 標準 法 の 改正 に より 、 小 学校 1 年 生 の 学級 編制 の 標準 は 40 人 か ら 35 人 に 
引き 下げ られ まし た が 、 今 年度 小学 校 2 年 生 に つい て は 加 配 措置 に 留まっ て いま す 。 
日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 あたり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て お り 、 一人ひとり の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 学級 規模 を 
更に 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 成 及 び 教 職員 定 
数 の 在り 方 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 小 中 学 校 の 望ま し い 学 級 規模 
と し て 26 人 か ら 30 人 を あげ て お り 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明 ら 
か で す 。 

また 、 新 し い 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま っ た こと に よる 授業 時 数 の 増加 や 指導 内 容 
の 増加 に 加え 、 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 障がい の あ 
る 児童 生徒 へ の 対応 等 が 課題 と な っ て お り 、 不 登校 や いじ め 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化 
し て いま す 。 こう し た こと か ら 、 学 級 規模 縮減 以外 の さま ざま な 定数 改善 も 必要 と 思 
れ ま す 。 

ーー 方 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 機会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る 
よう 、 憲法 に 教育 を 受け る 権利 が 定め られ て お り ま す が 、 三位一体 改革 に より 義務 教育 
費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た こと に より 、 
自治 体 財政 が 圧迫 され 、 教 育 条件 の 格差 が 生じ る こと が 懸念 され て いま す 。 

よっ て 、 将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 
で ある こと か ら 、 下 記事 項 の 実現 に つい て 強く 要望 いた し ます 。 

記 

1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、 OECD 諸 国 並 み の 豊 か な 教育 環 
境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 
割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】 景 気 を 悪化 させ 、 復 興 に 影響 を 及ぼ す 消 費 税 増税 の 中 止 を 求め る 意見 
書 


国民 と 地域 経済 が 長引く 不況 と 円 高 に 加え 、 東 日 本 大 震 災 や 福島 原発 事故 の も と か つ 
て な い 深 刻 な 状況 に ある に も か か わら ず 、 政府 は 、 消費 税 を 1 09% へ と 引き 上 げ る 大 増 











市 議 


意見 書 の 内 容 








税法 案 の 国 会 審議 を 強行 し まし た 。 

そもそも 消費 税 は も っ と も 逆 進 性 が 高く 、 a 
広げ る 不 公平 な 税制 で す 。 消 費 税 増税 を 行え ば 、 庶 民 や 中 小 業 者 は 重大 な 打撃 を 受 
長引く 不況 か ら よ う や く 上 向き に 向かい つつ ある と の 指標 が で て いる 景気 に EE 
及ぼ す と と も に 、 東 日 本 大 岩 災 か ら 懸 命 に 立ち 上 が ろう と する 地方 全体 の 気概 を も そ ぐ 
も の で あり 、 固 災 か ら の 再生 ・ 復 興 を 政府 自ら 妨げ て いる と 言わ ざる を 得 ま せん 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 景気 を 悪化 させ 、 復興 に 影響 を 及ぼ す 消 費 税 増税 を 中 止 する 
よう 要望 いた し ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆 衆 議 議院 議長 、 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 2. 5% の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


fe 


政府 は 、「 特 例 水準 」 を 解消 する と し て 、 3 年間 で 2. 5% の 年 金 引 き 下 げ を 行 お うと 
し て いま す 。 

2000 年 2002 年 当時 、 政 府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経 済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 
金額 を 据え 置い た も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

然るに 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 上 厳し さ を 増 し て 
いる に も か か わら ず 、「 特 例 水準 解消 、2.59% 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高 齢 者 の 生活 を 
守る 立場 や 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

よっ て 、 以 上 の 趣旨 に か ん が み 、 公 的 年 金 の 2.596 削 減 は 行わ な いこ と を 強く 求め ま 
す 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 





※ 意見 書 の 提出 先 の 記載 順 は 、 市 議会 か ら の 報告 の と お り 掲 載 し て いま す 。 





